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令 和 6 年 ２ ⽉ １ ⽇ 
⼀ 関 信 ⽤ ⾦ 庫 

 

「SDGs コンサルティングサービス」による「SDGs 宣⾔書」作成サポートについて 

 

 

⼀関信⽤⾦庫（理事⻑ 菅原 ⼀由）は、当地域のお客さまの SDGs への取組を⽀援すべ
く、「SDGs 宣⾔書」作成のサポートを含む「SDGs コンサルティングサービス」を取り扱っております。 

今般、有限会社近藤設備⼯業（代表取締役 近藤 恵美）さまが、本サービスを通じて
「SDGs 宣⾔書」を作成されましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

当⾦庫では、今後も事業活動を通じて「持続可能な社会の実現」を⽬指し、SDGs の達成に 
貢献してまいります。 
 

記 
1.企業概要 

 
 
2.同社の「SDGs 宣⾔書」に関連するゴール 

 
 
 
 
 
 

企 業 名 有限会社近藤設備⼯業（代表取締役 近藤 恵美） 

所 在 地 岩⼿県⼀関市花泉町涌津字道下 15－31 

事業内容 ⽔道施設⼯事業・⼟⽊⼯事業・舗装⼯事業 

U R L なし 

コ メ ン ト 昭和 63 年創業の当社は、⽔道⼯事をはじめ様々な⼯事を施⼯しています。 

「⼀以貫之」（⼀つのもの（仁︓思いやり・誠実さ）で万事を貫くこと。仁をもってあらゆ

ることに対処していこうという意味です。）を会社の⽬指す姿としています。 

（有限会社近藤設備⼯業）
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そすたぬき 有華© 

3.当⾦庫の「SDGs コンサルティングサービス」について 

本件サービスは、お客さまとのヒアリングを通じて「SDGs 対応度簡易診断」※を無料で⾏い、SDGs への取組

状況を共有し、必要に応じて「SDGs 宣⾔書」※の作成（有料）や各種ソリューションをご案内するものです。

ご希望に応じて当⾦庫ウェブサイトにお客さまの「SDGs 宣⾔書」を公表し、SDGs への取組を PR することも可

能です。 

※本件サービスで使⽤する「SDGs 対応度簡易診断」と「SDGs 宣⾔書」作成においては、当⾦庫と「SDGs に関す

る包括連携協定」を締結している損害保険ジャパン株式会社および SOMPO リスクマネジメント株式会社にご協⼒

をいただいております。 

 
4.「SDGs 宣⾔書」に使⽤するフレームについて 

「SDGs 宣⾔書」を作成いただいたお客さまには、同宣⾔書を⽊製フレームに格納してお渡ししております。 

このフレームは、平泉町の有限会社⼩岩材⽊店（代表取締役 ⼩岩 義典）さまのご協⼒で、作業⼯程

において⽣じる廃材を利⽤して作成いただきました。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

＜本件に係るお問合せ先＞ 

⼀関信⽤⾦庫 総合企画部経営企画課 

電話 0191－23－6111（代表） 



◆⽬指す姿

ハラスメントの禁⽌ ゴミ・廃棄物削減

有限会社近藤設備⼯業　SDGs推進宣⾔
当社は、国連が提唱する持続可能な開発⽬標（SDGs）に賛同し、
持続可能な社会の実現に向けた積極的な取組を⾏ってまいります。

2023年12⽉25⽇ 代表取締役　近藤　恵美

一 以 貫 之
いち　     い 　 　 かん 　  　し

社内におけるあらゆるハラスメント防⽌の活動を⾏い、社
員がのびのびと働ける職場環境の整備に努めます。

未来の地球環境を守るため、⾃社で排出する廃棄物
の削減やリサイクル等の活動に努めます。

＜具体的な取組＞ ＜具体的な取組＞

・⾏動指針の策定
・匿名の社内窓⼝の設置

・廃棄物排出量の削減、リユース・リサイクルの推進
・ペットボトル・空き⽸の分別回収やリサイクル活動
・廃棄物の管理体制の強化

関連ゴール 関連ゴール

従業員のボランティア活動の促進 災害・事故・事業リスクの未然防⽌

関連ゴール 関連ゴール

より良い地域づくりに貢献するため、従業員のボランティア
活動参加をサポートします。

災害や事故等の有事においても、事業を復旧・継続す
るため、対応し得る万全の準備を⾏います。

＜具体的な取組＞ ＜具体的な取組＞

・活動⽇の休暇付与制度の制定
・勤務時間内での参加の許可
・活動⼿当の付与

・事業継続計画（BCP）の策定
・防災訓練の実施

SDGsとは
2015年に国連で採択された「Sustainable Development Goals（持続可能な開発⽬標）」の略称。2030年までに持続可能なより良い社会を実現するた
めに取り組むべき17のゴール、169のターゲットが掲げられている。社会の⼀翼を担う企業も、SDGsに積極的に取り組むことが期待されている。

SDGsの達成に向けた取組

※本宣⾔書は、損害保険ジャパン株式会社およびSOMPO
リスクマネジメント株式会社にご協⼒をいただいております。


